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1 概要
本研究は，沿岸環境を対象に物理世界と仮想世界（コンピュータ上）を連携させたサイバー・

フィジカルシステム（Cyber-physical systems）を構築し，物理世界では時間的・コスト的に不可
能といえるような様々な検討，設計，最適解探索を仮想世界で実行しそれを物理世界にフィード
バックするという「デジタルツイン」の枠組みを，土木工学，特に海岸工学に導入することを目
的として活動を行った．活動は，WG0（総括班）を置き，6つのWGで構成した．WG1（センシ
ング，モニタリング）：新たな海洋・沿岸環境のセンシング・モニタリング技術（リモートセンシ
ング含む）のレビューと検討．WG2（モデリング）：海洋・沿岸の諸現象のリアルタイム解析等幅
広い予測を行うための基盤となるモデリング技法に関する検討．WG3（データ駆動科学）：高次
元のセンシング・モニタリングデータ背後に潜む潜在構造やプロセスの解明に向けたデータ駆動
科学の海岸工学への適用に関する検討．WG4（社会対応）：デジタルツインにおける分析による
社会へのインパクトを明らかにし，よりよい対応・適応策を探索的に明らかにする方法論の検討．
WG5（デジタルツイン基盤）：沿岸災害デジタルツインの構築に向け，デジタルツインの概念設計
やハードウェア・ソフトウェア面での要件の検討．WG6（アーカイブ）：研究活動において得られ
たレビュー結果や新たな知見・資料を格納し，デジタルツインアーカイブとしての機能要件の検
討．活動の成果として，Elsevierの“Digital Twin Paradigm for Coastal Disaster Risk Reduction

and Resilience”と題した Book Chapterを発刊した（発刊は 2024年度内予定）．また，2023年
度海岸工学講演会の特別セッションの開催に加え，Asia Oceania Geosciences Society2023におい
て“Digital Twin Paradigm for Disaster Resilience”というセッションを開催し，国際的な情報
発信と国際学術ネットワーク形成を行った．

2 研究目的と研究計画
2.1 研究背景・目的
近年の環境・社会動態のセンシング手法の高度化，モニタリングデータの大規模化とリアルタ

イム流通，計算機性能・シミュレーション手法の高度化，機械学習を核とするデータ駆動科学の
進展を背景に，様々な分野において「デジタルツイン」の有効性が実証されている．デジタルツ
インとは，多様なセンサから物理世界の状況を仮想世界（コンピュータ上）にコピーして（＝ツ
インを作成）シミュレーションを実行し，その結果を物理世界にフィードバックする技術体系で
あり，先進的な分野では既に実用化されている．例えば機械系分野では，航空機エンジンのデー
タを仮想空間に展開して劣化をシミュレーション予測し，トラブル発生前に先回りで整備を行う
など，産業界の実用化が見られる．社会基盤の分野においては，トヨタがデジタルツインに基づ
く未来都市Woven Cityを建設して新たなスマートシティのあり方を構想している．シンガポール
は国土全体を 3Dバーチャルツイン化し，リアルタイムで都市情報を可視化するなど，世界的にも
新たな潮流が生まれている．
本研究は，海岸工学委員会の下，2022年 6月に設置された沿岸災害デジタルツイン小委員会の

委員約 60名を主要な構成員として活動し，デジタルツインコンピューティングのパラダイムの海
岸工学への導入を進めるため，土木・海岸工学に関連する多様な社会的問題への適用可能性や問
題点について検討し，デジタルツインの構成要素となる技術の体系化を通じて，デジタル時代の
新たな海岸工学の地平を拓くことを目的とする．
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2.2 研究の具体性・実用性
本研究は，沿岸環境を対象に物理世界と仮想世界（コンピュータ上）を連携させたサイバー・

フィジカルシステム（Cyber-physical systems）を構築し，物理世界では時間的・コスト的に不可
能といえるような様々な検討，設計，最適解探索を仮想世界で実行しそれを物理世界にフィード
バックするという「デジタルツイン」のパラダイムを，土木工学，特に海岸工学に導入するもの
である．
データとデジタル技術を活用したサイバー・フィジカルシステムにおける対応・適応の最適化

は，あらゆる産業に適用可能なパラダイムであり，本研究は土木工学・海岸工学の多様な社会的
問題への導入を促進することで，デジタル時代の新たな海岸工学の地平を拓くという点で，具体
的かつ実用的な研究目標を掲げている．また，本研究の構成メンバーの約 1/3が民間事業者から
の参画であり，海岸工学におけるデジタルツインの産業応用を加速するという点においても，実
用性の高い活動である．

2.3 分野横断的な特徴
沿岸の災害に関する諸問題は，高波，高潮，津波などのハザード予測・評価に加えて，海岸侵

食，水質汚濁など長期的なモニタリングに基づく分析と対応・適応策の検討が必要であり，さら
に気候変動による海面上昇や海水温の変化等がリスク評価の不確実性を高めている．これら諸問
題に対するリスク評価，対策，対応，適応の検討，意思決定という社会の課題に対して，共通の
基盤となり得るのがデジタルツインの枠組みであり，分野横断的な協働によって沿岸災害デジタ
ルツインの基盤を構築することが本研究の特徴である．

2.4 研究計画
沿岸災害デジタルツイン（DT）の創成に向けて，以下の 7つを研究上の問い（Research Ques-

tions）として，幅広い関連分野の研究レビューを踏まえて，検討を行う．

1. DTで扱う沿岸の諸問題の設定について
2. DTのユーザ・ステークホルダーの定義
3. 物理世界から仮想世界になにをコピーするか
4. センシング，モデリング，シミュレーションの現状と課題
5. 将来予測に向けた不確実性の検討
6. エビデンスとなる沿岸の災害レジリエンス指標の検討
7. DTのアウトプット（対応策，政策，適応策など，レジリエントな社会の方向性をどのよう
に提示するか）

デジタルツインの構成要素となるのは，センシング・モニタリング・シミュレーションの融合による
「データ（Data）」から「情報（Information）」への変換，データ・情報の「解釈（Interpretation）」
とデータからの推論（Inference）（データ駆動科学），仮想世界におけるシミュレーションによっ
て得られる「知見（Knowledge）」，知見の集積からなる最適解および政策的な「示唆（Insights）」
の獲得と現実世界へのフィードバックである．これらの構成要素の体系化を，本研究の目標，す
なわちデジタルツインの創成として位置づける．
デジタルツインの構成要素の体系化に向けて，具体的には以下の 6つのテーマを設定して活動

を行う．研究開始時点では図-1の枠組み（沿岸災害デジタルツインにおけるサイバー・フィジカル
システムの構造案，今後空白を埋めていく）の構築に取り組むことを第一義的な活動目標とする．
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WG1（センシング，モニタリング）：新たな海洋・沿岸環境のセンシング・モニタリング技術（リ
モートセンシング含む）のレビューと検討を行う．

WG2（モデリング）：海洋・沿岸の諸現象のリアルタイム解析等幅広い予測を行うための基盤と
なるモデリング技法に関する検討を行う．

WG3（データ駆動科学）：高次元のセンシング・モニタリングデータ背後に潜む潜在構造やプロ
セスの解明に向けたデータ駆動科学の海岸工学への適用に関する検討を行う．

WG4（社会対応）：デジタルツインにおける分析による社会へのインパクトを明らかにし，より
よい対応・適応策を探索的に明らかにする方法論の検討を行う．

WG5（デジタルツイン基盤）：沿岸災害デジタルツインの構築に向け，デジタルツインの概念設
計やハードウェア・ソフトウェア面での要件を検討する．

WG6（アーカイブ）：研究活動において得られたレビュー結果や新たな知見・資料を格納し，デ
ジタルツインアーカイブとしての機能要件を検討する．

3 研究体制
本研究には，2022年 6月に海岸工学委員会の下に設置された「沿岸災害デジタルツイン小委員

会」の委員 60名が参加する．総括班のマネジメントのもと 6つのワーキンググループ（WG）で
活動を構成する．総括班のメンバーとWG主査・副主査を以下に列挙するとともに，全メンバー
のリストを掲載する．

3.1 小委員会WG構成
WG0（総括班）

小委員長（2名）：越村俊一（東北大学・教授），森信人（京都大学・教授）
副小委員長（2名）：有働恵子（東北大学・教授），近貞直孝（防災科学技術研究所・主任研究員）
幹事長（2名）：奥村与志弘（関西大学・教授），二宮順一（金沢大学・准教授）

WG1（センシング・モニタリング）
細川真也（港湾空港技術研究所・グループ長），志村智也（京都大学・准教授）

WG2（モデリング）
高川智博（港湾空港技術研究所・グループ長），木原直人（電力中央研究所・上席研究員）

WG3（データ駆動科学）
馬場俊孝（徳島大・教授），田村仁（港湾空港技術研究所・主任研究官）

WG4（社会対応）
有川太郎（中央大・教授），宇野喜之（株式会社エコー・上席技師）

WG5（デジタルツイン基盤）
鈴木進吾（防災科学技術研究所・主任研究員），甲斐田秀樹（電力中央研究所・主任研究員）

WG6（ポータルサイト）
近貞直孝（防災科学技術研究所・主任研究員），鴫原良典（防衛大学校・准教授）

3.2 小委員会参加メンバー
沿岸災害デジタルツイン研究小委員会への参加メンバーリストを表 1に示す．

6



表 1: 小委員会参加メンバー

氏名 所属機関 職名
ゴ　レンケイ 東京海洋大学 助教
井上徹教 港湾空港技術研究所 グループ長
大倉翔太 国土技術政策総合研究所 主任研究官
酒井大樹 東洋建設株式会社 主任研究員
水野辰哉 五洋建設（株） 係員
二宮順一 金沢大学 准教授
熊谷健蔵 パシフィックコンサルタンツ株式会社 会社員
田村 仁 港湾空港技術研究所 主任研究官
新井田靖郎 電力中央研究所 主任研究員
宇野喜之 株式会社エコー 上席技師
越村俊一 東北大学 教授
比嘉紘士 横浜国立大学 准教授
森信人 京都大学 教授

マスエリック 東北大学 准教授
山本裕規 復建調査設計株式会社 上席主任エンジニア
田中健路 広島工業大学 教授
岡田輝久 電力中央研究所 主任研究員
有働恵子 東北大学大学院 教授
富田孝史 名古屋大学 教授
田井明 九州大学 准教授
菅原大助 東北大学 准教授
松崎義孝 港湾空港技術研究所 主任研究官
岡田清宏 パシフィックコンサルタンツ株式会社 課長補佐
成田裕也 パシフィックコンサルタンツ株式会社 技術主任
李 漢洙 広島大学 教授
木原直人 （一財）電力中央研究所 上席研究員
豊田将也 豊橋技術科学大学 助教
福井信気 鳥取大学 助教
阿部郁男 常葉大学 教授
稲垣直人 熊本大学 助教
桐　博英 農業・食品産業技術総合研究機構 領域長
岩前伸幸 鹿島建設 主任研究員
高畠知行 近畿大学 准教授
高梨和光 NPO法人環境防災コンシェルジェ 理事長
伊藤輝 東洋建設株式会社 研究員
高川智博 国立研究開発法人　海上・港湾・航空技術研究所 グループ長
川崎浩司 KK技術研究所 代表
馬場俊孝 徳島大学 教授
水谷夏樹 大阪産業大学 教授
志村智也 京都大学 准教授
高橋研也 五洋建設株式会社 担当課長
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表 1: 小委員会参加メンバー

氏名 所属機関 職名
小俣哲平 大成建設株式会社 研究員
福谷 陽 関東学院大学 准教授
細川真也 港湾空港技術研究所 グループ長
本間翔太 港湾空港技術研究所 研究官
姫野一樹 国土技術政策総合研究所 主任研究官
鶴留千晶 （一財）電力中央研究所 研究員
有川太郎 中央大学 教授
長谷川夏来 清水建設株式会社 技師
田邊 晋 国際航業株式会社 主任技師
吉河 秀郎 清水建設株式会社 グループ長
鶴田 修己 港湾空港技術研究所 グループ長
大野剛 大成建設株式会社 課長
鈴木進吾 防災科学技術研究所 副部門長・主任研究員
甲斐田秀樹 （一財）電力中央研究所 主任研究員
近貞直孝 防災科学技術研究所 主任研究員
高橋成実 防災科学技術研究所 総括主任研究員
奥村与志弘 関西大学 教授
高橋智幸 関西大学 教授
鴫原良典 防衛大学校 准教授
玉田 崇 デロイトトーマツコンサルティング合同会社 マネージャー

3.3 本報告書の主要な執筆者
• 越村俊一，東北大学災害科学国際研究所（代表研究者，共同小委員長）
• 森　信人，京都大学防災研究所（共同小委員長）
• 有働恵子，東北大学大学院工学研究科（副小委員長）
• 近貞直孝，防災科学技術研究所（副小委員長，WG6主査）
• 二宮順一，金沢大学理工研究域・地球社会基盤学系（幹事長）
• 奥村与志弘，関西大学社会安全学部（幹事長）
• 細川真也，港湾空港技術研究所（WG1主査）
• 志村智也，京都大学防災研究所（WG1副主査）
• 高川智博，港湾空港技術研究所（WG2主査）
• 木原直人，電力中央研究所（WG2副主査）
• 馬場俊孝，徳島大学大学院社会産業理工学研究部（WG3主査）
• 田村 仁，港湾空港技術研究所（WG3副主査）
• 有川太郎，中央大学理工学部都市環境学科（WG4主査）
• 宇野喜之，株式会社エコー（WG4副主査）
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• 鈴木進吾，防災科学技術研究所（WG5主査）
• 甲斐田秀樹，電力中央研究所（WG5副主査）
• 鴫原良典，防衛大学校システム工学部（WG6副主査）

4 沿岸災害デジタルツイン
4.1 沿岸災害におけるデジタルツインとは
近年の環境・社会動態のセンシング手法の高度化，モニタリングデータの大規模化とリアルタ

イム流通，計算機性能・シミュレーション手法の高度化，機械学習を核とするデータ駆動科学の
進展を背景に，様々な分野において「デジタルツイン」の有効性が実証されている．デジタルツ
インとは，多様なセンサから物理世界の状況を仮想世界（コンピュータ上）にコピーして（＝ツ
インを作成）分析やシミュレーションを実行し，その結果を物理世界にフィードバックする技術
体系であり，ユーザーはデジタルツインからのフィードバックを通じて，政策設計，対応方針，お
よび適応に対する知識・見識を獲得することができる．
デジタルツインは先進的な分野では既に実用化されている．たとえば，航空宇宙産業では，デ

ジタルツインは航空機や航空システムの設計最適化，予測保守，燃料効率化，航空安全性の目的
ですでに活用されている [1]．土木工学の分野では，デジタルツインの実際の適用はまだプロトタ
イプ段階にあり，計画，設計，建設工程およびユースケースに適した一般的な手順と技術標準化
の開発が求められている [2]．都市計画の分野では，たとえば東京都は，都市のデジタルツインを
産官学一体で実現する「東京都デジタルツイン実現プロジェクト」を推進し，デジタルツインを
活用することで，少子高齢化や人口減少，人流・物流の変化，気候変動対策，首都直下型地震に対
する備えなど，多様な課題の解決と都民のQOL（クオリティ・オブ・ライフ：生活の質）向上を
目指している [3]．シンガポールでは，国土全体が 3次元バーチャルツインに変換され，都市情報
をリアルタイムで視覚化している（たとえば [4, 5]）．重要なのは，このプラットフォーム構築が
国策として進められ，都市計画の問題に対する新しい解決策のシミュレーションと仮想テストに
対して様々な主体が使用できることである．我が国においても，PLATEAU（プラトー）という
国土交通省が主導する日本全国の 3D都市モデルの設備・オープンデータ化プロジェクトにより，
3D都市モデルデータをオープンデータとして公開している [3]．商用利用も可能であり経済発展
と社会的課題の解決に期待されている．
以上より，デジタルツインは現実世界のデータを活用して仮想世界において実行する様々なシ

ミュレーションにより，現実世界では不可能な様々な実験や試行を行うことが可能であり，関心事
象の結果と影響を予測することで，現実世界での対策の最適化を実現するものである．AI，IoT，
拡張現実（AR），バーチャルリアリティ（VR），およびミックスドリアリティ（MR）などの技
術を活用することで，物理世界と仮想世界の間の隔たりが縮まることになる．本稿では，沿岸災
害におけるデジタルツインの活用について，2011年東日本大震災の経験を踏まえた技術の進展と
課題を含め，今後の展望について論述する．

4.2 沿岸災害デジタルツインの要素技術
図 4.1に示すのは，筆者が提唱する災害デジタルツインの概念である [7]．サイバー・フィジカ

ルシステムの重要な要素を六角形の概念で表現している．「センシング（Sensing）」と「モニタリ
ング（Monitoring）」は，センサの展開およびリアルタイムデータの収集により，物理的な環境，
対象物，または現象を捉え，現実の環境を理解し解釈するための要素技術である．センシングに
より得られたデータ・情報は，モデルパラメータ，初期・境界条件，データ同化，およびキャリブ
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図 4.1: 災害デジタルツインを構成する要素技術と物理世界・仮想世界のフィードバックループ [7]

レーションとして「モデリング（Modeling）」の入力となる．モデリングは，対象とする現象（ハ
ザード）の予測を提供し，エンドユーザに対してハザードによる影響についての予測結果を提供す
る．モデリングと機械学習を融合したデータ駆動型のアプローチは，可能な政策（対応および適
応策など）に関する「推論（Inference）」を提供する．特に仮想世界の社会動態のシミュレーショ
ンは，複雑な社会，経済，および環境の相互作用を捉えることで，取りうる「対応策や政策の策定
（Policy）」とその評価に重要な役割を持っている．その意味で，センシングと継続的なモニタリン
グは，仮想世界のあらゆるシミュレーションと結合されている必要がある．仮想世界で検討される
政策から最も有用なものが物理世界で採用される．したがって「実践（Practice）」は，仮想世界か
らのフィードバックループを経て可能な政策と行動を実施する取り組み（Policy Implementation）
と定義する．　先述の通り，災害デジタルツインの要素技術は，「センシング（Sensing）」「モニ
タリング（Monitoring）」「モデリング（Modeling）」「推論（Inference）」「対応策や政策の策定
（Policy）」「実践（Practice）」と位置づけ，本稿では特にセンシング・モニタリングとモデリング
について詳述する．

5 津波災害におけるデジタルツイン
ここでは，津波災害におけるデジタルツインの活用について，2011年東日本大震災の経験を踏

まえた技術の進展と課題，今後の展望について論述する．
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5.1 センシング・モニタリングによる広域被害把握と社会動態把握
災害デジタルツインにおいて，物理世界で発生するハザードとそれによる被害のデータ・情報

のデジタルコピー（ツイン）をどのように得るかが主要な課題である．現場での情報を取得する
ことは困難であるから，リモートセンシングによる広域被害把握技術に依拠することとなる．
巨大災害後の対応や被災地での救援活動において最も重要なことの一つは被害の全容把握であ

る．地震や津波といった巨大災害の発生直後は，激甚な被害を受けた地域からの情報が断片的と
なり，被害の全容把握が極めて困難になるとともに，被災地での救援活動や復旧活動も難航する．
たとえば，2011年東日本大震災の被災地は広大で，発災直後に激甚な被災地がどこにあるかを把
握することが不可能であった．現地での被害把握に関する対応は，調査期間や人的資源の制約に
より限界があるため，被災地外からの被害把握が必要である．ここでは，近年技術的発展が著し
いリモートセンシングを活用することにより，この問題のブレークスルーを図るための技術的ア
プローチについて概説する [19]．
表 2に広域被害把握に用いられるセンサ・プラットフォーム，および解析手法についてまとめる．

災害リモートセンシングに利用されるプラットフォームは，現在では人工衛星から航空機，無人
機など，幅広い選択肢がある．センサについては，主に可視光・近赤外を捉える光学センサ，合成
開口レーダ，LiDAR（Light Detection and Ranging）が用いられる．把握したい項目や用途，把
握したい時期，空間スケールに応じてセンサ，プラットフォームを使い分ける必要がある．なお，
解析手法については，参考文献の文献番号を付してあるので，詳細については原著論文を参照さ
れたい．

表 2: 津波の広域被害把握のためのセンサ・プラットフォーム

抽出内容 センサ・プラットフォーム 解析手法
陸上遡上特性 空撮ビデオ 目視判読 エッジ抽出 [19]

浸水域 航空写真，無人機，衛星センサ（光
学），合成開口レーダ

目視判読，画像フィルタ [9]，変化
抽出 [10]

建物被害 航空写真，無人機，合成開口レー
ダ

目視判読 [11]，変化抽出 [11, 12,

13]，機械学習 [14]，深層学習 [15]

瓦礫量 航空写真，衛星センサ（光学），合
成開口レーダ，LiDAR

機械学習 [16]，3次元計測 [17]

被災者捜索 無人機 画像認識，機械学習 [18]

5.1.1 津波浸水域の把握

広域被害把握という観点では，津波浸水域および陸上の津波の振る舞い（遡上特性）をどのよ
うにして把握するかが最初の課題である．2011年東北地方太平洋沖地震発生直後には，複数の機
関による緊急観測が実施された．たとえば JAXAは 2011年当時，陸域観測技術衛星「だいち」を
運用しており，標高などの地表の地形状況を把握するパンクロマチック立体視センサ (PRISM)，
土地被覆や土地利用状況の把握のための可視近赤外放射計 2型 (AVNIR-2)，および昼夜を問わず
陸域観測が可能な Lバンド合成開口レーダ (PALSAR)の 3つの地球観測センサを搭載していた．
AVNIR-2センサは，RGBの可視光の 3バンドに加え，近赤外のセンサもあり，地上分解能は直
下視で 10mである．
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図 5.1: ALOS AVNIR-2の画像から推定した津波浸水域．実線は国土地理院が航空写真から抽出
した浸水ライン，緑点は現地調査結果 [19]．

図 5.1に，2011年 3月 14日に撮影されたALOS AVNIR-2の画像を用いて作成した浸水域図を
示す [9]．津波の浸水域の抽出に，水の分光特性に着目した指標を用いて，現地調査結果を用いて
キャリブレーションした．報道のヘリコプタ映像やドローンによる空撮により，現地の津波の来
襲状況の映像がリアルタイムで得られる機会も増えつつある．リアルタイムで得られる空撮映像
から分かることは，特に，陸上における津波の流速情報は，建物に作用する流体力の定量的評価
や津波数値計算の再現性の検証に有用である [10]．
一方，昼夜を問わず観測が可能な合成開口レーダ（SAR）による浸水域抽出技術にも期待が高

い．マイクロ波の散乱強度を計測する場合，浸水域はマイクロ波の鏡面反射により，後方散乱強
度は低下する．その特性を利用して，被災前後の水域変化の抽出をうまく捉えることで浸水域の
抽出が可能になる．図 5.2に示すのは，ドイツのXバンド合成開口レーダ TerraSAR-Xの被災前
後の画像を用いて，浸水域の自動抽出を行った結果である [11]．

5.1.2 建物被害の把握

建物被害把握手法には多くの研究の蓄積がある．対象となる領域のスケール，得られるデータ
やセンサの特性に応じて使い分けることが可能になっている．たとえば，発災直後に取得が可能
になりつつある航空機・無人機による写真は，目視での解釈・判読が容易である．筆者らは，東
日本大震災時に国土地理院が撮影した宮城県の被災地の航空写真を用いて，県内 16万棟の建物被
害を目視判読により抽出した [12]．人の目で解釈・判読するので時間がかかるのが難点であるが，
近年急速に発展している機械学習・深層学習の応用で，容易に自動化が進みつつあるので，現在
は一部解消されており，倒壊・流失といった大規模な被害であれば自動的な抽出が可能になって
いる [14, 15]．
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図 5.2: TerraSAR-X画像を用いた仙台市の津波浸水域の自動抽出結果．(A)被災前のTerraSAR-X

画像，(B) 被災後の TerraSAR-X画像，(C)抽出した浸水域 [11]．

　昼夜・天候を問わず観測が可能な合成開口レーダを利用して，建物被害の量的な把握を可能
とする手法も整備されてきた．最も知見の蓄積が進んでいるのが変化抽出法である [13]．被災前
後に撮像された画像データセットの変化（画素値の差分や相関係数）と建物被害程度を関連づけ，
変化量に対する閾値の決定や分類器を構築するのが一般的である．図 5.3に示すのは，2時期の
TerraSAR-X画像から建物域をまず抽出し，Decision Tree法に基づく分類器（Classi�er）を構築
して津波被災地の建物被害抽出に適用した例である．流出建物抽出に関して 80%の正解率で把握
が可能であることが実証されている [14]．ただし，この変化抽出法が優れた結果を示せるのは，被
災前後のデータが同じ撮像条件で得られた場合に限られる．被災後の画像しか得られていない場
合に適用できないのが難点である．
この欠点を克服し得るのが，機械学習や深層学習である．事前に建物被害の学習データを整備

するか，被災直後の限られた被害データを用いて学習し，被災後のデータからのみから建物被害
を抽出する手法開発が進められており，一定の成果が得られている．たとえば，図 5.4に示すの
は，SqueezeNetというDNN(Deep Neural Network)を用いて建物域を抽出した後にwide residual

networks (Wide ResNet) という畳み込みニューラルネットワークのアーキテクチャを用いて被害
を分類した結果である [15]．変化抽出法と遜色ない結果（総合精度約 75%）を得ており，適切な
学習データを整備することで正確・詳細かつ迅速な被害把握が可能となる．

5.1.3 瓦礫の把握

リモートセンシングの特徴と利点には，広域性（広い領域を観測できること）と周期性（一定
の時間間隔で同じ場所を観測できること），継続性（長期間観測を継続できること）が挙げられ
る．すなわち，災害発生直後の広域被害把握だけでなく，その後の被災地の広域モニタリングも
可能である [16]．たとえば，東日本大震災の発生直後には，東北 3県で 2300万 t以上の瓦礫が発
生したと報告された．瓦礫の迅速な処理が災害復旧の迅速化において重要かつ喫緊の課題であり，
そのためには正確な瓦礫量の推計が必要である．
筆者らは，合成開口レーダ，航空写真と LiDARデータから，瓦礫の堆積・分布 を 3 次元的か

つ定量的に把握する手法を開発した．まず，航空写真のオブジェクトベース解析と機械学習によ
り，裸地・植生域・瓦礫域の分類を行う．2次元的に抽出された瓦礫域に対して LiDARデータか
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図 5.3: 仙台市と亘理町における津波による建物被害の抽出結果．(A), (C)現地調査結果，(B),

(C)TerraSAR-X画像からの被害抽出結果 [14]．
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図 5.4: 仙台市と亘理町における津波による建物被害の抽出結果．(A), (C)現地調査結果，(B),

(C)TerraSAR-X画像からの被害抽出結果 [15]．
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図 5.5: 宮城県女川町全域の瓦礫分布の 3 次元把握結果 [16]．上：女川町市街地地域の鳥瞰写真，
下：瓦礫の分布（推定）．

らの数値標高モデルを統合することで，瓦礫体積の 3次元的な判読を可能にした．図 5.5に示すの
は，宮城県女川町における瓦礫の 3次元抽出を行った結果である [16]．同領域内の瓦礫の総体積は
23.8万m3と推定され，瓦礫の嵩比重 1.2t=m3（国立環境研究所発表）を考慮すると，総重量 28.6

万 tの推定値を得た．瓦礫を現場で直接計測し，その空間的な分布の把握を定期的・継続的に行う
ことは困難であり，被災直後の航空写真撮影と LiDAR測量を実施すれば，瓦礫量を迅速かつ定量
的に把握可能であることが示された．

5.1.4 UAV（ドローン）による被災者探索

2011年東日本大震災後に，被害把握を UAV（ドローン）により実施する技術が確立されてき
た．飛行時間が短く風雨に弱いという欠点もあるが，人が立ち入れない領域を調べることができ
るのは大きな利点である．
被害把握に加えて大きく期待できるのは，被災者の探索である．大規模な津波災害の被災地で

は，被災者が避難先の高台や建物などに取り残され孤立する事態が数多く発生しており，彼らの
早期発見は人命救助の観点から極めて重要である．有人機が捜索・救助どちらも行うことは非効率
であり，サイレントタイム確保の観点からも，有人航空機の活用には課題がある．無人機による捜
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図 5.6: ドローンの空撮画像から検出した被災者 [18]

索・探索と有人機を用いた救助が連携できれば，孤立した被災者の救助の技術が大きく進むはずで
ある．空撮画像からの人の検出には，オブジェクト分類，影検出，HOG (Histograms of Oriented

Gradients)特徴量を用いた機械学習を併用することで人の識別器を構築することは可能である（図
5.6）[18]．
以上，広域被害把握のためのリモートセンシングの活用について，浸水域・遡上特性の把握，建

物被害の抽出，瓦礫の把握，被災者の探索という課題に着目して，研究の現状と展望について概
説した．多様なプラットフォームの利用，センサ性能と分解能の向上，情報通信技術の発展，機械
学習・深層学習による画像認識のAI化により，今後の飛躍的な発展が期待できる．近年のリモー
トセンシング技術の発展については，文献 [19]に詳述してあるので参照されたい．
課題は，観測の迅速性の確保であろう．たとえば人工衛星によるリモートセンシングにはコン

ステレーションの問題がある．災害直後に迅速に被災地を撮像できる衛星を自国のものだけでま
かなうことは不可能であるから，国際的な協調が必要であり，センシング，解析技術の標準化も必
要になる．また，無人機についてもタフな状況化での機動性が求められる．ハードウェアの開発，
センサの開発，解析技術・解釈法の確立を連携して行うと同時に，最も重要なユーザニーズに応
えながら，様々な災害現場での実証が必要である．

5.2 広域被害把握のためのモデリング
5.2.1 ハザードと被害のリアルタイム予測

近年の稠密な地球観測ネットワークの整備と計算技術の進展に伴い，災害発生直後にハザード，
被害をリアルタイムで予測することが可能になりつつある．
代表的なハザードとしては，地震，津波，洪水が挙げられるが，地震については 1995年の兵庫

県南部地震以降，地震観測網の整備が格段に進み，地震発生直後に震源と地震動分布を素早く把
握し，時々刻々集まる観測データを即時（リアルタイム）に分析し，的確な地震情報を発信する
とともに，地震の発生や強い揺れのメカニズムを解明することによって，地震災害の軽減に貢献
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図 5.7: リアルタイムシミュレーションによる津波被害の予測結果（高知県高知市）（左：浸水範
囲（図中の赤いピンは避難ビル）と浸水深，右：建物被害棟数）[21]

しようとする学際的研究が進められてきた．その結果，地震動を規定する物理量 (最大加速度，最
大速度，計測震度等)との関連で被害を即座に推計する技術が確立された．たとえば，地震動によ
る建物被害は，既往の地震による被害情報から地震動と家屋被害との関連性（経験則）に基づく
被害関数を用いて，量的な推計を行っている [20]．
一方，津波による被害は，陸上への浸水状況を観測により知ることが不可能なため，リアルタ

イムシミュレーションによる予測が開発されてきた．筆者らによるリアルタイム津波浸水被害予
測システムは，災害時のスーパーコンピュータの活用により，我が国太平洋岸から日本海沿岸に
かけて，30分以内に被害を予測する技術が実用化されている．図 5.7は，南海トラフ地震津波を
想定して実施したリアルタイム予測結果の表示例である．現在は，津波の浸水範囲・浸水深，場
所毎の建物被害棟数，浸水域内人口などの予測結果が国や自治体に配信されるようになっており，
大規模災害発生直後の救援活動への活用が可能になっている [21, 22]．

5.2.2 社会動態把握

近年，携帯電話等のモバイルデバイスのセンシングから，人口動態をリアルタイムで推定する
技術が普及している．たとえば，NTTドコモが展開するモバイル空間統計は，NTTドコモのネッ
トワークから抽出される携帯電話の利用者の秘匿化されたデータに基づき推計した人口統計であ
り，日本全国 500m毎，10分単位，1時間単位での人口推計を得ることができる．ユーザが利用す
る際のデータ遅れは約 1時間程度であり，1時間前の全国任意の地域での推計人口を利用すること
が可能になっている．前述のハザード予測情報と組み合わせることにより，想定されるハザード
影響域の曝露人口を推定することが可能となる．
図 5.8は，図 5.7に示す高知市の津波浸水予測域内の推計人口分布である．災害リスクに対し，

どこにどの程度の人が滞留していることが即座に分かれば，たとえばドローンによる注意喚起を
ピンポイントで行うことも可能であろう．さらに，このような人口動態を常時監視・分析してお
くことで，平常時と異なる動態のリアルタイム検知が可能になる．近い将来，災害発生時や大規
模な事故発生の覚知を，社会動態の面から行うことが可能になる [23]．
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図 5.8: 高知県高知市内の津波浸水予測域に対応する推計人口 [23]．

5.2.3 沿岸災害デジタルツインの活用

これまで，物理世界におけるハザードの予測，被害の把握，社会動態の把握に基づくデータ・情
報について述べてきた．これらを仮想世界に展開することで，災害対応方針や適応策に関する様々
なシミュレーション・試行が可能になる．
たとえば，リアルタイムシミュレーションとリモートセンシングによる広域被害把握に基づき，

激甚な被害が想定される地域を抽出し，詳細な調査をドローンにより行うための飛行計画の立案
が考えられる．図 5.9に示すのは，筆者らが提案した，広域被害把握の結果から損傷の可能性が
高い建物群を抽出し，ドローンによる詳細被害調査の飛行計画を立案する枠組みである．ドロー
ンによる建物被害詳細調査のターゲットとして，高品質の空撮画像から 3次元モデルを生成する
ことを考える．移動するドローンが取得する大量の空撮画像から 3次元モデルを生成する手法は
SfM（Structure from Motion）を用いるのが一般的で，重複して撮影された写真から多数の特徴
点を抽出し，カメラの内部評定要素や外部評定要素，特徴点の 3次元座標を一度に推定する手法
である．SfMによって求められた 3次元幾何情報を基に複数の写真間でのマッチングを行うこと
により，高密度の 3次元点群やメッシュモデルを作成する．ドローンを用いた SfM測量は国内で
も推進されており，国土地理院により「UAV を用いた公共測量マニュアル (案)」が提示されてい
る [24]．安価なソフトウェアも整備されており，ドローン操作と SfM測量が一体化されたソフト
ウェアも一般的になっている．一方，短期間でできるだけ多くの建物の高品質な３次元モデルを
生成することは容易ではない．図 5.10は，詳細調査を行う建物（ターゲット）から均質かつ高品
質な３次元点群データを生成するための最適飛行計画を，巡回セールスマン問題に帰着させて検
討した結果である．詳細については原著論文 [25]を参照されたい．
次に，災害被災地の救援活動として期待されるのは孤立した被災地に向けた物資の輸送であろ
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